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特集Ⅰ　「公共工事の入札契約適正化法」施行１年を振り返る�

１． 入札契約適正化法の目的・意義

� 入札契約適正化法の背景と意義

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律（以下「入札契約適正化法」）は，平成１２

年夏，公共工事の受注を巡る贈収賄疑惑で元建設

大臣が逮捕されたことを機に公共工事に対する国

民の不信が大きく高まったことを受け，現国土交

通大臣のリーダーシップのもと，過去に例のない

スピードでまとめられた法律です。この法律は，

従来，公共工事の入札契約が，国の場合は会計

法，地方公共団体の場合は地方自治法をベースと

しつつも，その細部や運用については各省庁や各

地方公共団体，特殊法人等に任されてきたことか

ら，入札契約の適正化の推進のために，国，地方

公共団体，特殊法人等すべての公共工事の発注者

が統一的に取り組むべき内容を定めた法律です。

� 入札契約適正化法の概要

入札契約適正化法は，すべての公共工事の発注

者に対し，�入札・契約の過程および契約の内容

に係る情報の公表推進などの透明性の向上，�談

合と疑うに足りる事実の公正取引委員会への通知

や建設業法違反と疑うに足りる事実の建設業許可

行政庁への通知等不正行為の排除の徹底，�一括

下請負禁止の徹底や，工事現場の施工体制の監督

強化など適正な施工体制の確保を義務付けるとと

もに，公共工事の受注者に対しても，施工体制の

適正化のため，施工体制台帳の発注者への提出等

を義務付けています。

さらに，同法では，入札契約の適正化のためす

べての発注者が努力すべき措置，すなわち，�入

札・契約に係る情報公表の一層の推進，�入札・

契約方法の改善等を通じた公正な競争の促進，�

不正行為への厳正な対応，�施工状況の評価・ダ

ンピング防止等による適正な施工体制の確保，�

不良・不適格業者の排除，�入札契約の IT化等

を「適正化指針」として策定し，毎年度各発注者

による推進状況について，国土交通省，財務省お

よび総務省が協力して調査し，結果を公表するこ

とにより，その推進を促すこととしています。

	 入札契約適正化法・適正化指針の徹底

国土交通省では，入札契約の適正化の推進に

は，法令の徹底が鍵となることから，施行された

平成１３年度当初から，財務省，総務省の共管省庁

と連携し，国の各省庁・特殊法人等や地方公共団

体の発注者の集まりである中央公契連や地方公契

連での説明会，総務省との合同地方説明会，さら

に地方整備局建政部と都道府県担当課間の地方ブ

ロック監理課長会議等を通じて法律・指針の浸透

を図ってきました。こうした取り組みにより，概

ね発注者・受注者の双方とも認識が高まっている

と実感しており，今後は法律・指針の詳細や運用
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についても理解が深められていくことが必要と考

えています。

２． 適正な施工体制の確保に向けて

従来より推進してきた施策で，今回入札契約適

正化法・指針の施行により，発注者・受注者双方

の認識が大いに深まったものとして適正な施工体

制の確保が挙げられると思われます。

一括下請負は，中間搾取，工事の質の低下，労

働条件の悪化，施工責任の不明確化等が発生する

とともに，施工能力のない不良・不適格業者の増

大を招いて，建設業全体の健全な発達を阻害する

おそれがあります。このため，入札契約適正化法

の制定を踏まえ，平成１２年１２月の直轄工事におけ

る一括下請負から，原則として建設業法上の監督

処分を営業停止に強化するとともに，一括下請負

に係る工事については経審上の完成工事高から除

外する等厳正な対応を行ってきたところです。こ

うした中で，同法の施行前の事案ですが，１３年６

月にいわゆる上請けが，７月に一括下請負による

悪質な完成工事高の虚偽が，さらに１２月には道路

工事等で特定の建設業者による７件の一括下請負

が摘発・処分され，同月，建設業の各団体宛てに

こうした不正行為の排除の徹底を文書で要請した

ところです。

こうした不適切な施工体制の摘発や，業界と行

政との定期的な協議，１３年９月の地方整備局にお

ける施工体制相談窓口の設置等により，発注者・

受注者双方の認識は高まってきましたが，引き続

き一括下請負の判断基準の具体化に努めつつ，適

正な施工の確保を図っていく方針です。

３． 公共工事の口利き等と
検討委員会の設置

� 公共工事の口利き等不祥事の頻発

昨今公共工事の入札契約を巡り，平成１３年１２

月，大手ゼネコンを含む談合疑惑に対して公正取

引委員会から課徴金納付命令が出され，さらに１４

年１月以降，公共工事の口ききと予定価格漏洩，

贈収賄等による競売入札妨害や，公共工事の下請

け選定の便宜を図ってもらうための贈収賄事件，

また公共工事ではないが公的性格の強い工事の入

札への不当な介入などで逮捕者が相次ぎ，公共工

事に対する国民の不信が非常に高まる事態となっ

ています。

こうした不祥事はいずれも入札契約適正化法施

行前の事案ですが，再発防止策を早急に講じるこ

とが必要であり，そのためには発注者・受注者双

方に対し，入札契約適正化法・指針の徹底を図

り，これに基づき入札契約の適正化を促進するこ

とが，何よりもまず第一に重要です。

加えて，公共工事に対する国民の信頼をいち早

く回復するためには，関係法令の遵守だけでな

く，入札契約の運用面についても早急に取り組む

ことが必要です。このため，国土交通省では，公

共工事の口利き等の不祥事が明らかになった１４年

２月，事務次官を長とする「公共工事の入札契約

の適正化徹底のための方策検討委員会（以下「検

討委員会」）」を設置し，国土交通省自らが率先し

て不正行為排除のための方策を緊急にとりまとめ

たところです。

� 検討委員会報告の目的と概要

この国土交通省の検討委員会が１４年３月２７日に

まとめた報告では，まず第一に重要と考えている

「市町村等を含む全発注者への入札契約適正化

法・指針の再徹底とそのフォローアップ」を大き

な柱に考えています。

また，今回緊急に取り組む対策のもう一つの柱

は，「入札契約の運用改革」です。その一つは，

予定価格を不正に探ろうとする行為を防止するた

めの予定価格の入札前公表の特殊法人における試

行ですが，予定価格の入札前公表のみでは，予定

価格が目安となることによる積算努力の喪失や，

談合の助長，競争性の低下，落札価格の高止まり

等の問題点も懸念されます。

このことから，報告では，透明性の向上に加

え，競争性の向上のため，�積算努力の欠落を防
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止するための入札時の工事費内訳書の発注者への

提出や，�談合を助長しかねない現場説明会の廃

止，指名競争での指名業者名の一部の入札後公表

の試行，�公募型指名競争入札方式が採用されて

きた中規模工事への一般競争入札（施工能力のあ

る建設業者は基本的に入札に参加できる詳細条件

審査型一般競争入札）の拡大，電子入札の前倒し

等も推進することとし，高い透明性・競争性を保

ちつつ，予定価格の漏洩等の不正行為も起こさな

い適正な入札契約の執行を目指しています。

さらに，報告では，�地方公共団体等における

入札監視委員会等監視機能の強化，�建設業法に

基づく監督処分基準の明確化・再犯加重措置の導

入，�インターネットを活用した監督処分実績の

公表や他省庁所管法令に違反した不良・不適格な

建設業者の情報交換の緊密化など，第三者による

監視機能の強化や罰則による厳正な対応による不

正行為の未然抑止または再発防止も図ることとし

ています。

検討委員会の報告で国土交通省が早急に取り組

むこととしたこれらの対応策は，いずれも法令や

指針で求められていた内容かあるいはそれを発展

させた措置ですが，今後地方公共団体にも報告の

内容を周知するとともに，国土交通省が率先して

取り組むことにより，発注者全体で入札契約の一

層の適正化が進むことを期待しています。

４． 入札契約適正化に向けた
今後の取り組み

� 入札契約，建設業を巡る環境の今後の見通

し

わが国の建設投資は，平成４年の８４兆円をピー

クに徐々に減少してきたものの，これまでは民間

の建設投資減少を公共投資が埋める形で，急激な

建設市場の縮小を緩和してきました。しかしなが

ら，今後は民間・公共とも建設投資が減少してい

く見通しであることから，建設需要とのバランス

を欠いている建設業者数にさらに大きな影響が及

ぶことが懸念されます。

こうした建設市場の環境がますます厳しくなる

中で，今後，施工能力の十分でない建設業者の参

入や，激しいダンピング受注競争，過剰な重層下

請構造の増大，さらに公共工事の受注を巡るさま

ざまな不正行為が起こり，公共工事に対する信頼

と，技術・経営に優れた企業が伸びる健全な建設

産業の発展に重大な支障が生じることが大変懸念

されます。

このため，国土交通省としては，国の各行政機

関や地方公共団体とより緊密に協力し，入札契約

適正化法等の徹底はもちろん，省内の検討委員会

報告に盛り込んだ方策の具体化に努め，不正行為

の排除と，真に問題のある不良・不適格業者の排

除を徹底してまいる方針です。

� 入札契約・施工体制の一層の適正化に向け

た今後の取り組み

� 入札契約適正化法，検討委員会報告の推進

以上の方針に基づき，平成１４年度，国土交通省

は，入札契約適正化法に基づき，法令・指針で定

めた措置の１３年度末時点での実施状況について近

く調査し，問題点の把握に努める予定です。

さらに，特殊法人等での予定価格の事前公表や

中規模工事での一般競争入札の拡大などさまざま

な入札契約の運用改善を試行し，その効果と問題

点の検証を通じて，不正が最も起こりにくい入札

契約システムの構築に向けて引き続き取り組んで

いきます。

また，建設業法に基づく監督処分基準について

は５月に改正を行い，６月からは処分実績をイン

ターネットで公表する見通しとなっています。さ

らに，今夏には不良・不適格業者に係る各省庁の

情報について専用インターネットで緊密に交換す

るシステム（省庁連携コラボレーションシステ

ム）が構築されることから，今後不正行為の再発

防止や不良・不適格業者による発注者への被害の

減少にも大きな効果を発揮するものと思われま

す。

� 建設業監督部局による施工現場等への立入検

査の制度化

一方，公共工事の施工体制の適正化について
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は，平成１４年度より，不適切な施工体制の疑いの

ある工事現場に対し，抜打ちも含めた建設業監督

部局による立入検査がスタートすることとなって

おり，公共工事の監督側と密接な連携を取りなが

ら，建設業の健全な発達を損なうおそれのある不

適切な施工体制の排除が進むと期待しています。

� ダンピング受注の排除

最後に，入札契約の競争性の向上の一方で，不

良・不適格業者によるダンピング受注の顕在化も

懸念されることから，１４年度はその実態の把握に

努めつつ，低入札価格調査の的確な実施や，施工

状況の企業評価への反映等により，その排除を徹

底し，透明性・競争性の高い入札契約のもとで技

術と経営に優れた企業が伸びるようにしたいと思

います。

最近の公共工事の入札・契約をめぐる動き

平成１３年４月１日～ 入札契約適正化法及び適正化指針について施行

９月１２日～ 施工体制の適正化に関する窓口を各地方整備局に設置

９月２１日 改革工程表で国交省発注工事における電子入札導入スケジュー

ルの１年前倒しを決定（１５年度までに完全実施）

１０月～ 国土交通省直轄事業で電子入札開始

１１月～ 指名業者数の上限の撤廃（詳細条件審査型一般競争入札）等を

中規模工事（本来は公募型指名競争入札）で試行

１３年１２月１４日 東京都多摩地区の公共工事をめぐる談合疑惑に対し，公取委よ

り課徴金納付命令

１２月１７日 道路舗装業者による一括下請負に対する国土交通省の処分決定

１２月２７日 建設業団体に対し不正行為の排除徹底を文書で要請

平成１４年１月～ 入札時の工事費内訳書の提出を試行

１月１５日～ 国会議員元秘書等による公共工事の口利きに伴う不正行為が相

次いで摘発される

２月８日 国土交通省内に「公共工事の入札契約の適正化徹底のための方

策検討委員会」を設置

３月２７日 検討委員会の報告とりまとめ

４月２６日 建設業団体に対し，公共工事の入札契約，政治献金等に係る関

係法令の遵守，企業倫理の徹底等を文書で要請

４月３０日～ 予定価格の事前公表を特殊法人（日本鉄道公団）で試行

５月１４日 地方公共団体に対し，入札契約適正化法の徹底等を総務省とと

もに文書で要請
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